
資料４―２ 

目標値の設定について（案） 

１．労働力率 （2022年：５８．３％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．就業率 （2022年：５６．４％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考（２６７万人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※労働力推計や人口推計については、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計」や独立行政法人 労働

政策研究・研修機構「労働力需給の推計」等を参考とした。 

《案１》国の推計をもとに試算。 

 2027年の労働力人口を２５３万人と試算。 

５７．１％ 

現状値にも達していない 

 

 

 

◎《案２》女性や高齢者の労働参加などに取り組むことで、働く方々の割合を

増やしていくことを加味し、現行計画の目標値である６０％を目指す。 

女性の労働力率 ４９．３％ ⇒ ５１．５％ 

高齢者（65歳以上）の労働力率 ２３．１％ ⇒ ２５．４％ 

（15歳以上の・・・女性の２人に１人、65歳以上の４人に１人） 

５９．５％ 

≒ 

６０．０％ 

 

 

 

《案３》現行計画の考え方と同様、労働力人口を増やす。 

2023年の労働力人口が２７３万人になった場合、２７４万人を想定した労働力率 

を設定。 

 
６１．６％                        

 
例えば高齢女性の年齢階層等で 
約１０％以上の上昇が必要 

《案》各年において前年より上昇 

労働市場への参加者を確実に就業につなげるため、現行計画同様、着実な上昇を目標と

する。 


